
三重県第８次医療計画基礎調査
在宅医療アンケート集計結果
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アンケート調査概要

時期・
実施方法

 実施時期：令和5年7月3日～８月４日
 実施方法：web及び紙のハイブリッド方式

対象
回収数

 県内病院・有床診療所
• 対象施設数：108施設（病院93施設＋有床診療所15施設）
• 回収数：52施設（回収率：49.1%）

 診療所
• 対象施設数：201施設
• 回収数：126施設（回収率：62.7%）

調査項目

 各施設における往診、訪問診療等の実施状況について
 各施設における往診、訪問診療等の実施実績について
 往診、訪問診療等におけるハラスメントの実態・対策について
 在宅医療における課題について 等

集計の
留意事項

 記述式回答の設問について、1医療機関の回答を分類区分に従って複数に分割しており、n数と各分類の合計値
が一致しない場合がある
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病院・有床診療所

病院・有床診療所アンケート
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届出病床

Q3.届出病床について教えてください。（複数選択可能）

n=46
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地域包括ケア病床
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精神科病床

その他

介護療養病床

届出病床種別医療機関数

医療機関数

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•緩和ケア病床
•感染症病床
•介護医療院



47

35

32

31

24

18

18

17

14

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

内科

外科

その他

整形外科

小児科

皮膚科

泌尿器科

脳神経外科

精神科
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5

診療科目について

Q4.診療科目について教えてください。（複数選択可能）

n=52 

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•呼吸器内科
•消化器内科
•循環器内科
•脳神経内科
•消化器外科
•乳腺外科

•呼吸器外科
•産婦人科
•眼科
•耳鼻咽喉科
• リハビリテーション科
•歯科口腔外科 等
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病院機能について

Q5.病院機能について教えてください。（複数選択可能）

n=52

病院・有床診療所
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該当するものはない

訪問看護ステーション

その他

小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護

医療関連の事業所や施設を経営する医療機関数

医療機関数

7

経営する事業所や施設について

Q6.県内に貴院と同一法人（関連法人等も含む）が経営している医療関連の事業所や施設がありましたら、該当する項目すべてを教えてください。
（複数選択可能）

n=50

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
• へき地診療所
•老人保健施設・介護施設
•訪問リハビリテーション施設
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往診・訪問診療実施の有無について

Q7.貴院で現在、往診、訪問診療を実施していますか。

n=52

病院・有床診療所
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往診・訪問診療を実施しない理由について

Q8.貴院で往診、訪問診療を実施していない理由は何ですか（複数選択可能）。
回答後、Q17にお進みください。

n=25
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自院でのマンパワーでは在宅医療の提供は困難

在宅医療は他院が行っており、役割分担ができている
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その他

時間がない

往診、訪問診療を実施していない理由

件数

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•婦人科病院であるため
•精神科病院であるため
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往診・訪問診療人員数について

Q9.貴院の往診、訪問診療にかかわる実人数を教えてください（整数でお答えください）。

n=52

病院・有床診療所

1

3

8

6

11

1

2

1

2

13

14

3

1

1

1

2

5

6

9

4

9

9

8

9

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16

その他

事務職

作業療法士

理学療法士

PSW

MSW

看護師

医師

往診、訪問診療にかかわる職種と人員数別医療機関数

（件数）

0人 1人 2~4人 5~9人 10~14人 15人以上

100.0%

19.0%

81.8%

75.0%

80.0%

69.2%

3.7%

14.3%

9.1%

8.3%

10.0%

15.4%

18.5%

22.2%

52.4%

9.1%

16.7%

10.0%

15.4%

48.1%

51.9%

14.3%

29.6%

22.2% 3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

事務職

作業療法士

理学療法士

PSW

MSW

看護師

医師

往診、訪問診療にかかわる職種と人員数別医療機関数

（割合）

0人 1人 2~4人 5~9人 10~14人 15人以上



11

往診・訪問診療対応時間について

Q10.往診、訪問診療を実施する時間帯はいつですか(複数選択可能)。

n=26

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
• かかりつけ患者は診療時間内、紹介患者は緊急時のみ
• フォースとコールに対応している訪問看護から訪問診療担当
医に連絡があった場合に対応することがある
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外来診療終了後（夕方・夜）

緊急時のみ

その他

往診、訪問診療をする時間帯別医療機関数

医療機関数
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往診・訪問診療対応地域について

Q11.往診、訪問診療をしている範囲は貴院から何kmくらいまでですか。

n=26
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往診・訪問診療対象患者について

Q12.往診、訪問診療を提供する患者さんはどのような方を対象としていますか（複数選択可能）。

n=27

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•認知症疾患
•小児、精神疾患以外は、専門医診療が望ましい症例を除き対応
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往診・訪問診療実施件数について

Q13.貴院の往診、訪問診療を提供したのべ件数（2022年7月～2023年6月）を教えてください。

n=24
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15

往診・訪問診療実施実人数について

Q14.貴院の往診、訪問診療を提供した実人数（2022年7月～2023年6月）を教えてください。

n=27
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病院・有床診療所
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休日等の緊急往診対応可否について

Q15.時間外や休日等の緊急往診に対応していますか。

n=27

病院・有床診療所
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緊急往診実施件数について

Q16.緊急往診に対応したのべ件数を教えてください（2022年7月～2023年6月） 。
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夜間休日診察から入院に至った者の数について

Q17.貴院で在宅医療を提供している方や連携する診療所や地域包括支援センター等から夜間休日に診察を依頼され、入院した方の人数を教えてく
ださい（2022年7月～2023年6月） 。
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夜間休日入院受け入れの課題について

Q18.夜間休日の入院の受け入れに関して苦慮していること、課題と感じていることがあれば教えてください。

n=30

病院・有床診療所

【人員不足】
• 救急対応時の職員不足
• 夜間対応可能な人員不足
• 緩和ケアの勤務医師不足により、夜間や緊急入院を受け入れした
くてもできない

• 精神科病院の運用の中で、医療保護入院等の際に精神保健指
定医が必要ですが、夜間休日での確保が難しい。対応時の看護の
マンパワー確保も難しい

【その他】
• 当直医が在宅医療を受けている児の救急時対応がどうなっている
かわからない

• 二次救急との棲み分けに悩む
• 受け入れ病院が見つからないときがある

【受入れ不可である】
• 夜間休日は入院受入れを行っていない

【十分な検査・処置ができない】
• 時間外で診療を希望する患者の大半は、一般診療科で診察及び
検査対応が必要と思われる

主な回答回答の分類

分類区分 回答数

人員不足 10

特になし 5

その他 5

受入れ不可である 4

十分な検査・処置ができない 3

キーパーソンがいない・遠方 2

入院調整に手間がかかる 1
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在宅看取りの実施有無について

Q19.在宅看取りを実施していますか。

n=27

病院・有床診療所

24

3
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実施している

実施していない

在宅看取りを実施している医療機関数

医療機関数
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在宅看取りの実施件数について

Q20.在宅看取りを実施した件数を教えてください（2022年7月～2023年6月）。
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連携する関係機関について

Q21. 往診、訪問診療を実施するにあたり、連携している関係機関を教えてください（複数選択可能）。

n=5
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市町（生活保護、福祉、保健担当課）

看護多機能小規模事業所

保健所（四日市市保健所を含む）

自院だけで完結できるので連携の必要がない

その他

在宅医療の際に連携している関係機関別医療機関数
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ご本人が望む場所での看取りが望ましい

その他

自宅での看取りが望ましい

可能な限り自宅で、死の直前は医療機関（病院）での看取りが望ましい

特養や老健施設、老人ホーム等の施設での看取りが望ましい

終末期医療についての考え方別医療機関数

医療機関数
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終末期医療に関する考え方について

Q22.在宅での人生の最終段階における医療（終末期医療）についてどのようにお考えですか（複数選択可能）。

n=52

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•本人の意向を重視するが、環境や家族意見も考慮し、総
合的に判断することが望ましい

•小児においては、本人だけでなく家族も望む場所での看取
りが望ましい

•家族や周囲の環境に合わせることも必要
•精神疾患での最終段階は認知や老衰に該当してくると考
えられる。身体疾患については本人や家族の意向が優先
されると考える。
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ACPを生活の場で話し合っておく

ACPを医療の場で確認しておく

医療ケア提供者は、ACPをプライバシーに配慮しながら、患者や代弁者家族が自由に語るこ

とができる権利と捉える必要がある

市民や介護サービス利用者や患者が、必ずしもACPに対する準備ができていない現状を踏ま

え、サポートツールを用いてその準備性を高めること

専門職としての医療ケア提供者が、教育プログラムを利用しACPコミュニケーションを身に付け

ること

ACPにおけるICTの利用を普及させる

その他

適切な意思決定支援のために必要と考えられるもの別医療機関数

医療機関数

24

意思決定支援について

Q23.人生の最終段階における医療（終末期医療） が充実したものになっていくには、何が必要とお考えですか（複数選択可能）。

n=50

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•精神科病院と急性期病院との連携
•精神科患者特有の看取りが必要と思われる
•在宅医療に対応できる医師・看護師等の増員
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自院と連携診療所等の通院患者であれば、常に受け入れできる

その他
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医療機関数

25

緊急一時入院の対応状況について

Q24.在宅療養患者の緊急一時入院の受け入れについて、貴院の状況に最も近いものを選んでください。

n=52

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•当院通院中の緩和ケア科の方は、時間内であ
ればすべて受け入れる

•小児は発熱等を伴う感染症患者は受入困難
•精神科病院であるため当院に通院中で医師の
入院許可がある方を受け入れている
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入退院調整部門の有無について

Q25.貴院では患者さんの入退院に伴う地域連携や調整をする部門を設置していますか。

n=46
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医療機関数

病院・有床診療所



21

19

5

4

2

0 5 10 15 20 25

必要に応じて行っている

ほとんどの方について行っている

あまり行っていない

その他

把握していない

地域のケアマネージャー等の相談員と共同して行うサービスの情報共有、調整、指導の状況別医療機関数

医療機関数

27

ケアマネージャー等との連携状況について

Q26.入院中に、地域のケアマネージャー等の相談員と共同して、介護（障がい）サービス事業所の情報共有や退院後に利用できるサービスの調整や指
導を行っていますか

n=51

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•現在病棟の受け入れを行っているいないため、サービス調整等は行っていない
•精神科患者についての連携は行っており、精神保健福祉士が担当して訪問
看護や施設入居等、デイケア利用等の調整を行っている
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8

8

6

1

0 5 10 15 20 25 30

必要に応じて行っている

あまり行っていない

把握していない

ほとんどの方について行っている

その他

退院、転院の際に行う合同カンファレンスの状況別医療機関数

医療機関数

28

合同カンファレンスの実施状況について

Q27.退院・転院に関して、関係者（転院先のスタッフ、地域の訪問診療医、訪問看護、ケアマネージャー等の相談員、介護（福祉）サービス事業所
が一堂に会して（リモートでの参加も含む）合同でカンファレンスを行っていますか。

n=52

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•入院患者がいないため行っていない
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患者等からの暴力等の有無について①

Q28.在宅医療を提供する中で、貴院の職員が患者さんやその家族から暴力やハラスメントを受けたことがありますか。

n=49

病院・有床診療所

18

31

0 5 10 15 20 25 30 35

はい

いいえ

ハラスメントを受けたことのある医療機関数

医療機関数
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患者等からの暴力等の有無について②

Q29.貴院の職員で、「1年以内」に患者さんやその家族から暴力やハラスメントを受けたことがありますか。

n=17

病院・有床診療所

17

0

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

はい

いいえ

「1年以内」に患者さんやその家族から暴力・ハラスメントを受けた医療機関数

医療機関数
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暴力等の種別について

Q30.どんな暴力・ハラスメントを受けましたか（複数選択可能）。

n=18

病院・有床診療所

11

13

12

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

身体的な暴力

精神的な暴力

セクシャルハラスメント

受けた暴力・ハラスメントの種類

件数
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暴力等の発生場所について

Q31.暴力・ハラスメントを受けた場所はどこですか（複数選択可能）。

n=18

病院・有床診療所

9

12

0 2 4 6 8 10 12 14

患者宅

院内

暴力、ハラスメントを受けた場所

件数



17

7

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

患者

家族

その他

暴力、ハラスメントを受けた相手別医療機関数

医療機関数

33

暴力等の相手について

Q32.誰から暴力・ハラスメントを受けたましたか（複数選択可能）。

n=18

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•訪問先の近所の方
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暴力等の危険度について

Q33.暴力により生命の危険を感じたことがありますか

n=18

病院・有床診療所

4

14

0 2 4 6 8 10 12 14 16

ある

ない

暴力により生命の危険を感じた医療機関数

医療機関数
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暴力等の具体的内容について

Q34.これまで受けた暴力・ハラスメントの具体的内容を教えてください。

n=12

病院・有床診療所

【暴力】
• 物でたたかれる、ひっかかれる、つねられる、噛みつかれる

【怒鳴る・威嚇・脅迫】
• 恫喝
• 凶器を持って脅された
• 通常提供する以上のことを要求され、断ると怒鳴られた

【セクシャルハラスメント】
• 性的な話をされた
• 体を触られた

【暴言・誹謗中傷】
• 人格を否定する発言

主な回答回答の分類

分類区分 回答数

暴力 7

怒鳴る・威嚇・脅迫 5

セクシャルハラスメント 6

暴言・誹謗中傷 4
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20

20

19

15

11

11

10

10

5

2

1

0 5 10 15 20 25 30

基本方針を定め、従事者に周知

暴力・ハラスメント対策に関する研修機会を設ける

従事者が報告、相談しやすいように担当者、窓口を設置

利用者の情報を事前に収集し、暴力等のリスク把握に努める

マニュアルを作成し、従事者に周知

基本方針を定め、利用者・家族に周知

協力して対応できるよう、行政や関係事業者との連携に努める

文書等で暴力等があった場合の対応を利用者・家族に周知

疾病・障害の理解・対応方法など学習機会を設ける

何らかの取り組みが必要と思うが、実施には至っていない

特にない

その他

日ごろの備えとして実施している暴力・ハラスメント対策別医療機関数

医療機関数

36

暴力等への事前対策について①

Q35.暴力・ハラスメント対策について、日ごろの備えとして取り組まれていることは何ですか（複数選択可能）。

n=49

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•在宅医療を提供していない
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24

15

12

12

10

10

8

8

5

2

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

複数人で対応

身の安全を優先した対応を従事者に徹底させる

すぐに連絡できる携帯電話・防犯ブザー等を携帯

業務等の延期や中止の検討

警察に事前相談する

担当者の交代等、人間関係を固定化させない

行政や地域包括支援センター等に事前相談する

あらかじめ定めた時間に管理者等へ連絡するなどの体制構築

弁護士等に事前相談する

何らかの取り組みが必要と思うが、実施には至っていない

その他

特にない

暴力・ハラスメントが発生する恐れが高い患者へ実施している対応別医療機関数

医療機関数

37

暴力等への事前対策について②

Q36.暴力・ハラスメントが発生する恐れが高い患者への対応として行われていることは何ですか（複数選択可能）。

n=49

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
• CVPPPの研修を実施
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暴力等発生時の対応について

Q37.暴力・ハラスメントが発生した以降の対応について行われていること、行うこととされていることは何ですか（複数選択可能）。

n=48

病院・有床診療所

35
31

27
27

26
23

20
18

17
15

12
12

11
10

9
3

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40

身の危険があれば、業務を中止し、その場を離れる
管理者などと連絡し、サービスの中止等を相談する
管理者などと連絡し、応援職員等がかけつける
医療機関として暴力・ハラスメントの事実確認

相手方、発生経過、被害の内容等客観的事実を記録
暴行などを受けた場合は、警察に通報

暴力・ハラスメントの発生を振り返り、再発防止を検討
今後の対応を医療機関で明確にし、従事者に指示
患者、家族と再発防止のための話し合いを行う

警察に相談し、被害届などを検討
業務等を解約、又は別の医療機関を紹介
業務等を継続する場合は担当者を変更する

弁護士などへ対応を相談
行政や地域包括支援センターなどに対応を相談

必要に応じて、被害を受けた従事者に休暇などを勧奨
特にない
その他

暴力、ハラスメントが発生した以降の対応別医療機関数

医療機関数
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29

27

26

25

24

24

23

21

19

2

1

0 5 10 15 20 25 30 35

マニュアルを定め、従事者が対応できるようにする

機関・事業所内で報告・相談しやすい環境をつくる

基本方針を定め、従事者及び利用者・家族に周知する

再発防止のための機関・事業所での振り返りや検討

被害を受けた従事者へ、心のケアや従業上の配慮

暴力・ハラスメント対策に関して研修の機会がある

複数人対応や外部との連絡手段の確保などの安全対策を図る

協働した対応のため、行政や他の関係機関・事業者等との連携

警察や弁護士などに対応を相談すること

事前に利用者情報を収集するなど、暴力等リスクの把握

その他

特にない

暴力・ハラスメント対策を充実させるために今後必要だと考えること別医療機関数

医療機関数

39

暴力等対応の充実について

Q38.暴力・ハラスメント対策を充実させるため、今後必要だと思うことは何ですか（複数選択可能）。

n=48

病院・有床診療所

※ 「その他」の主な回答
•精神科病院では病気によるものが多い



40

在宅医療・看取りにおいて重要なものについて

Q39.在宅医療や在宅看取りを進めるために、重要と考えられるものはどれですか（複数選択可）

n=50

病院・有床診療所

43

37

31

31

21

18

16

16

14

12

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

患者、家族の理解

訪問看護ステーションとの連携強化

緊急時に在宅患者が入院できる病床の確保

家族の不安等への対応

在宅医療関連の診療報酬の引き上げなどの充実

社会一般の在宅医療の認識や理解を深める

在宅医療を行う開業医同士のグループ診療体制を作る

グリーフケアやデスカンファレンスに協力する

在宅医療についての医学教育、生涯教育体制の充実

複数の訪問看護ステーションが連携できるように複数の訪問看護ステーションに…

その他

在宅医療、在宅看取りを進めるために重要と考えるもの別医療機関数

医療機関数
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在宅医療の進展状況について（1/2）

Q40.地域における在宅医療の進展状況についてお聞きします。以下の項目について、該当する箇所にチェックしてください。

n=51

病院・有床診療所
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11

14
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16
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0 5 10 15 20 25 30

地域の在宅医の充足

24時間体制の在宅医療機関のネットワーク

在宅医療に関する研修会の開催

退院時カンファレンスの開催

緊急時の入院体制（後方支援ベッド）の充足

ショートステイなどのレスパイト機能の充実

訪問看護ステーションの充足

ケアマネージャーや障がい者相談支援専門員等との連携や情報共有

地域包括支援センターや障がい者支援事業所との連携や情報共有

保健調剤薬局との連携

在宅医療材料の供給に関する在宅医へのサポート

在宅医療に関する連絡協議会等の設置・支援

地域連携パスの普及

地域住民に対する在宅医療への理解促進

在宅医療の進捗状況別医療機関数

わからない ほとんど進んでいない あまり進んでいない まあ進んでいる かなり進んでいる



42

在宅医療の進展状況について（2/2）

Q40.地域における在宅医療の進展状況についてお聞きします。以下の項目について、該当する箇所にチェックしてください。

n=51

病院・有床診療所

25.5%

27.5%

20.0%

21.6%

17.6%

19.6%

24.0%

28.0%

19.1%

22.0%

31.4%

31.4%

31.4%

29.4%

9.8%

15.7%

8.0%

5.9%

2.0%

5.9%

2.0%

4.3%

2.0%

9.8%

5.9%

13.7%

9.8%

27.5%

21.6%

28.0%

21.6%

35.3%

33.3%

8.0%

10.0%

21.3%

22.0%

39.2%

21.6%

33.3%

49.0%

33.3%

35.3%

40.0%

47.1%

39.2%

33.3%

52.0%

54.0%

51.1%

50.0%

19.6%

35.3%

15.7%

11.8%

3.9%

4.0%

3.9%

5.9%

7.8%

16.0%

6.0%

4.3%

4.0%

5.9%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域の在宅医の充足

24時間体制の在宅医療機関のネットワーク

在宅医療に関する研修会の開催

退院時カンファレンスの開催

緊急時の入院体制（後方支援ベッド）の充足

ショートステイなどのレスパイト機能の充実

訪問看護ステーションの充足

ケアマネージャーや障がい者相談支援専門員等との連携や情報共有

地域包括支援センターや障がい者支援事業所との連携や情報共有

保健調剤薬局との連携

在宅医療材料の供給に関する在宅医へのサポート

在宅医療に関する連絡協議会等の設置・支援

地域連携パスの普及

地域住民に対する在宅医療への理解促進

在宅医療の進展状況（割合）

わからない ほとんど進んでいない あまり進んでいない まあ進んでいる かなり進んでいる
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今後の方針について

Q41.令和6年度以降の貴院の在宅医療へのかかわりについて、今後の方針をお聞かせください。

n=29
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1

0

0 2 4 6 8 10 12 14

関与を増やす

検討中

未定

その他

考えたことはない

関与を減らす

令和６年度以降の在宅医療へのかかわりについての今後の方針

医療機関数

病院・有床診療所
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在宅医療の充実に必要なことについて

Q42.自院の在宅医療を発展・充実させていくには、今後どのような対応が必要だとお考えですか。（自院での取り組み及び行政機関や関係団体への
要望等を記載してください。）

n=31

病院・有床診療所

【在宅医療・訪問看護等との連携】
• 24時間連携が可能な訪問看護事業者との連携、神経難病、精
神疾患の専門医療機関との密な連携

• 地域の開業医や関連機関との連携

【人材確保】
• 医師、看護師等の人材確保
• スタッフの増員

【在宅医療施設の充実】
• 在宅医療を行う開業医を増やし連携していくこと

【訪問看護の充実】
• 訪問看護サービス、訪問リハビリテーションの充実

【行政との連携】
• 行政の末期への取り組みを充実してほしい

【その他】
• 高齢になったため、現状以上の対応は困難

主な回答回答の分類
分類区分 回答数

在宅医療・訪問看護等との連携 10

人材確保・支援 5

在宅医療施設の充実 5

訪問看護の充実 4

その他 4

緊急時・急変時の対応（レスパイト含む） 3

スキルアップ・職員教育 3

介護サービスとの連携 1

診療報酬の見直し 2

行政との連携 2

介護サービスの事業所、施設の充実 1

ICTの活用 1

病院との連携 1
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医療計画における位置づけについて

Q43.三重県では上記の②在宅医療において積極的役割を担う医療機関に求められる事項ａ）、ｂ）、ｅ）について注視し、医療計画に記載してい
く予定です。
貴院が上記②ａ）、ｂ）、ｅ）に関して積極的な役割を担う医療機関として位置づけられることの是非についてお尋ねします。

n=27

17

5

3

2

0

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

地域の関係機関と共に役割を担うことは可能

積極的に役割を担いたい

役割を担うことは可能

その他

役割は担えない

積極的な役割を担う医療機関として位置づけられることへの考え方別医療機関数

医療機関数

病院・有床診療所
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在宅医療に積極的な医療機関が機能するために必要なことについて

Q44.積極的な役割を担う医療機関が機能するために必要なことを教えてください。

n=26

病院・有床診療所

【行政との連携・支援】
• 行政の協力は更に必要
• 行政の支援、相談窓口があること、中心的になる人材の育成
• BCPの作成には行政の支援があるとよい
• 地域格差の解消のため行政の支援が必要

【人材確保・支援】
• 医師が確実に動けるような体制を整えること（医師の絶対数がな
い）

• 専門知識を備えた人材確保と育成
• 若い在宅医の育成

【医療機関連携・多職種連携】
• 在宅医療機関のネットワーク構築
• 一般診療科との連携

【その他】
• ４つの助（自助、互助、共助、公助）によって地域包括ケアシス
テムが機能していること

• 訪問看護ステーションの事業適正化を監視強化

主な回答回答の分類
分類区分 回答数

行政との連携・支援 7

人材確保・支援 6

医療機関連携・多職種連携 5

その他 3

緊急時・急変時の対応（レスパイト含む） 2

患者情報（カルテ）の共有 1

研修会の実施 1

在宅医療施設の充実 1

職員の意識改革 1

ICTの活用 1

地域住民の理解 1



47

診療所

診療所アンケート
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26

23

18

10

9

7

6

1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

内科

外科

小児科

その他

皮膚科

泌尿器科

整形外科

脳神経外科

精神科

診療科目別医療機関数

医療機関数

48

診療科目について

Q3.診療科目について教えてください（複数選択可能）。

n=126

診療所

※ 「その他」の主な回答
•消化器科
•脳神経内科
•循環器内科
•糖尿病内科
•肛門科
• リハビリテーション科
•心療内科
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診療科目について

Q4.病院機能について教えてください（複数選択可能）

n=126

診療所

11

33

53

32

0 10 20 30 40 50 60

在宅療養支援診療所１

在宅療養支援診療所２

在宅療養支援診療所３

前述の機能の届出はしていない

機能別医療機関数

医療機関数
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経営する事業所・施設について

Q5.県内に貴院と同一法人（関連法人等も含む）が経営している医療関連の事業所や施設がありましたら、該当する項目すべてを教えてください
（複数選択可能）。

n=106

診療所

※ 「その他」の主な回答
• 介護老人保健施設
• 居宅介護支援事業所

91

10

7

2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

該当するものはない

訪問看護ステーション

その他

小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護

医療関連の事業所や施設を経営する医療機関数

件数
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往診・訪問診療人員数について（1/2）

Q6.貴院の往診、訪問診療にかかわる実人数を教えてください。（整数でお答えください）

n=125

診療所

1

1

1

1

1

1

1

6

1

5

3

51

1

1

2

60

28

19

2

5

3

5

30

90

31

9

40

41

41

41

10

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

その他

事務職

作業療法士

理学療法士

PSW

MSW

看護師

医師

訪問診療にかかわる職種と人員数別医療機関数（件数）

0人 1人 2~4人 5~9人 10~14人 15人以上
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Q6.貴院の往診、訪問診療にかかわる実人数を教えてください。（整数でお答えください）

n=125往診・訪問診療人員数について（2/2）

診療所

88.6%

10.3%

93.0%

85.4%

93.2%

85.4%

9.3%

21.8%

4.7%

10.4%

6.8%

10.4%

28.0%

75.0%

8.6%

58.6%

2.3%

2.1%

4.2%

56.1%

23.3%

2.9%

6.9%

2.1%

4.7%

1.1%

0.9%

0.8%

1.1%

0.9%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

事務職

作業療法士

理学療法士

PSW

MSW

看護師

医師

訪問診療にかかわる職種と人員数別医療機関数（割合）

0人 1人 2~4人 5~9人 10~14人 15人以上
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52
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21

10

4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

お昼休み（午前診と午後診の間）

24時間体制

外来診療終了後（夕方・夜）

外来診療時間内

その他

緊急時のみ

往診、訪問診療を実施する時間帯別医療機関数

医療機関数

53

往診・訪問診療対応時間について

Q7.往診、訪問診療を実施する時間帯はいつですか(複数選択可能)。

n=125

診療所

※ 「その他」の主な回答
•特定の曜日
•月に数日定める訪問診療日
•緊急時は時間外対応
•休診日利用
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往診・訪問診療対応範囲について

Q8. 往診、訪問診療をしている範囲は貴院から何kmくらいまでですか。

n=116

診療所
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1

1
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訪問診療をしている範囲別医療機関数
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10~14km
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15~19km
24.1%

20~29km
0.9%

30km以上
0.9%

訪問診療をしている範囲別医療機関割合

0km 1~4km 5~9km 10~14km 15~19km 20~29km 30km以上
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消化器疾患

呼吸器疾患

腎泌尿器疾患

整形外科疾患

自己免疫疾患

精神疾患

その他

小児

往診、訪問診療の対象患者別医療機関数

医療機関数

55

往診・訪問診療対象患者について

Q9.往診、訪問診療を提供する患者さんはどのような方を対象としていますか（複数選択可能）。

n=121

診療所

※ 「その他」の主な回答
• かかりつけのみ対応
•老衰、認知症
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医療機関数

56

往診・訪問診療実施件数について

Q10.貴院の往診、訪問診療を提供したのべ件数（2022年7月～2023年6月）を教えてください、

n=116

（件数）

診療所
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57

往診・訪問診療実施実人数について

Q11.貴院の往診、訪問診療を提供した実人数（2022年7月～2023年6月）を教えてください。

n=117

（人）

診療所
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58

緊急往診実施件数について

Q12.緊急往診に対応したのべ件数を教えてください（2022年7月～2023年6月）

n=116

（件数）

診療所
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医療機関数

59

在宅看取り実施件数について

Q13.在宅看取りを実施した件数を教えてください（2022年7月～2023年6月）

n=118

（件数）

診療所
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訪問看護ステーション

病院

保険薬局

診療所

包括支援センターや障がい者相談支援事業所

市町（生活保護、福祉、保健担当課）

介護（障がい）サービス事業所

歯科診療所

看護多機能小規模事業所

保健所（四日市市保健所を含む）

自院だけで完結できるので連携の必要がない

その他

在宅医療の際に連携している関係機関別医療機関数

医療機関数

60

連携する関係機関について

Q14.関係機関と連携して在宅医療を実施していますか。連携している関係機関を教えてください（複数選択可能）。

n=120

診療所

※ 「その他」の主な回答
•老人保健施設（訪問リハビリテーション）



101

73

66

52

37

29

4

0 20 40 60 80 100

ACPを生活の場で話し合っておく

ACPを医療の場で確認しておく

医療ケア提供者はACPをプライバシーに配慮しながら、患者や代弁者家族が自由に語ることができ

る権利と捉える必要がある

市民や介護サービス利用者や患者が、必ずしもACPに対する準備ができていない現状を踏まえ、サ

ポートツールを用いてその準備性を高めること

専門職としての医療ケア提供者が、教育プログラムを利用しACPコミュニケーションを身に付けること

ACPにおけるICTの利用を普及させる

その他

適切な意思決定支援のために必要と考えられるもの別医療機関数

医療機関数

61

意思決定支援について

Q15.適切な意思決定支援のために、何が必要とお考えですか（複数選択可能）。

n=119

診療所

※ 「その他」の主な回答
•一般住民に対する国・県・市の真摯な啓発行動、現
場に丸投げしない態度、専門職とそれ以外の住民の
感覚の格差を埋める公の取り組み



53

35

21
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あまり参加していない

必要に応じて参加している

診療情報提供書で十分把握できる

ほとんどの方について参加している

その他

退院に関しての合同カンファレンスへの参加状況別医療機関数

医療機関数

62

合同カンファレンスの実施状況について

Q16.退院に関して、関係者（入院先のスタッフ、訪問看護、ケアマネージャー等の相談員、介護（福祉）サービス事業所）が一堂に会して（リモート
参加も含む）合同でカンファレンスに参加していますか。

n=121

診療所

※ 「その他」の主な回答
• まだ経験する機会がない
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患者等からの暴力等の有無について①

Q17.在宅医療を提供する中で、貴院の職員が患者さんやその家族などから暴力・ハラスメントを受けたことがありますか。

n=123

診療所

8

115

0 20 40 60 80 100 120

はい

いいえ

暴力・ハラスメントを受けた医療機関数

医療機関数
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患者等からの暴力等の有無について②

Q18.貴院の職員が「1年以内」に患者さんやその家族などから暴力・ハラスメントを受けたことがありますか。

n=8

7

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8

はい

いいえ

「１年以内」に暴力・ハラスメントを受けたことがある医療機関数

医療機関数

診療所
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暴力等の種別について

Q19.どんな暴力・ハラスメントを受けましたか（複数選択可能）。

n=9

4

8

4

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

身体的な暴力

精神的な暴力

セクシャルハラスメント

受けた暴力・ハラスメントの種類

件数

診療所
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暴力等の発生場所について

Q20.暴力・ハラスメントを受けた場所はどこですか（複数選択可能）。

n=8

7

2

0 1 2 3 4 5 6 7 8

患者宅

院内

暴力・ハラスメントを受けた場所別医療機関数

医療機関数

診療所
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暴力等の相手について

Q21.誰から暴力・ハラスメントを受けたましたか（複数選択可能）。

n=7

6

3

0

0 1 2 3 4 5 6 7

患者

家族

その他

暴力・ハラスメントを受けた相手別医療機関数

医療機関数

診療所
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暴力等の危険度について

Q22.暴力によって生命の危険を感じたことはありますか。

n=7

0

7

0 1 2 3 4 5 6 7 8

ある

ない

暴力によって生命の危険を感じたことはあるか

件数

診療所
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暴力等の具体的内容について

Q23.これまで受けた暴力・ハラスメントの具体的内容を教えてください。

n=5

診療所

【暴力】
• 殴る、首を絞められそうになる、ひっかかれる

【暴言・誹謗中傷】
• 他の専門職の前で「ヤブ医者」と侮辱された

【セクシャルハラスメント】
• 体を触らせてくる

【怒鳴る・威嚇・脅迫】
• 来なくてよいと言われた

主な回答回答の分類
分類区分 回答数

暴力 4

暴言・誹謗中傷 2

セクシャルハラスメント 2

怒鳴る・威嚇・脅迫 2
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暴力等への事前対策について①

Q24.暴力・ハラスメント対策について、日ごろの備えとして取り組まれていることは何ですか（複数選択可能）。

n=121

診療所

※ 「その他」の主な回答
•自院は医師一人なので、問題となるケースは少ない。
連携している訪問看護や市の職員からは聞く
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利用者の情報を事前に収集し、暴力等のリスク把握に努める

基本方針を定め、従事者に周知

特にない

協力して対応できるよう、行政や関係事業者との連携に努める

何らかの取り組みが必要と思うが、実施には至っていない

暴力・ハラスメント対策に関する研修機会を設ける

基本方針を定め、利用者・家族に周知

従事者が報告、相談しやすいように担当者、窓口を設置

文書等で暴力等があった場合の対応を利用者・家族に周知

疾病・障害の理解・対応方法など学習機会を設ける

マニュアルを作成し、従事者に周知

その他

日ごろの備えとして実施している暴力・ハラスメント対策別医療機関数

医療機関数
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暴力等への事前対策について②

Q25.暴力・ハラスメントが発生する恐れが高い患者等への対応として行われていることは何ですか（複数選択可能）。

n=121

診療所
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複数人で対応

身の安全を優先した対応を従事者に徹底させる

何らかの対応が必要と思うが、実施には至っていない

すぐに連絡できる携帯電話・防犯ブザー等を携帯

特にない

業務等の延期や中止の検討

行政や地域包括支援センター等に事前相談する

あらかじめ定めた時間に管理者等へ連絡するなどの体制構築

担当者の交代等、人間関係を固定化させない

警察に事前相談する

弁護士等に事前相談する

その他

暴力・ハラスメントが発生する恐れが高い患者へ実施している対応別医療機関数

医療機関数
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暴力等発生時の対応について

Q26.暴力・ハラスメントが発生した以後の対応について行われていること、行うこととされていることは何ですか（複数選択可能）。

n=119

診療所
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身の危険があれば、業務を中止し、その場を離れる
暴行などを受けた場合は、警察に通報

相手方、発生経過、被害の内容等客観的事実を記録
管理者などと連絡し、サービスの中止等を相談する

患者・利用者、家族と再発防止のための話し合いを行う
今後の対応を機関・事業所で明確にし、従事者に指示

機関・事業所として暴力・ハラスメントの事実確認
警察に相談し、被害届などを検討
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暴力・ハラスメントの発生を振り返り、再発防止を検討

特にない
業務等を解約、又は別の機関・事業者を紹介
管理者などと連絡し、応援職員等がかけつける

弁護士などへ対応を相談
業務等を継続する場合は担当者を変更する

必要に応じて、被害を受けた従事者に休暇などを勧奨

暴力・ハラスメントが発生した以後の対応別医療機関数

医療機関数
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暴力等対応の充実について

Q27.暴力・ハラスメント対策を充実させるため、今後必要だと思うこと（複数選択可能）。

n=117

診療所

52

52

40

38

38

36

35

32

30

27

11

1

0 10 20 30 40 50 60

基本方針を定め、従事者及び利用者・家族に周知する

機関・事業所内で報告・相談しやすい環境をつくる

警察や弁護士などに対応を相談すること

複数人対応や外部との連絡手段の確保などの安全対策を図る

事前に利用者情報を収集するなど、暴力等リスクの把握

協働した対応のため、行政や他の関係機関・事業者等との連携

マニュアルを定め、従事者が対応できるようにする

被害を受けた従事者へ、心のケアや従業上の配慮

再発防止のための機関・事業所での振り返りや検討

暴力・ハラスメント対策に関して研修の機会がある

特にない

その他

暴力・ハラスメント対策を充実させるために今後必要だと思う取組別医療機関数

医療機関数
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96

78

69

55

46

42

30

27

21

3

0 20 40 60 80 100 120

訪問看護ステーションとの連携強化

患者、家族の理解

緊急時に在宅患者が入院できる病床の確保

家族の不安等への対応

社会一般の在宅医療の認識や理解を深める

在宅医療を行う開業医同士のグループ診療体制を作る

在宅医療関連の診療報酬の引き上げなどの充実

在宅医療についての医学教育、生涯教育体制の充実

グリーフケアやデスカンファレンスに協力する

複数の訪問看護ステーションが連携できるように複数の訪問看護ステーションに指示書を出す

その他

在宅医療や在宅看取りを進めるために重要だと考える取組別医療機関数

件数
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在宅医療・看取りについて重要なものについて

Q28.在宅医療や在宅看取りを進めるために、重要と考えられるものはどれですか（複数選択可）。

n=122

診療所

※ 「その他」の主な回答
• 紹介元の医療機関から詳細な病歴記録が提出されること
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在宅医療の進展状況について（1/2）

Q29.地域における在宅医療の進展状況についてお聞きします。以下の項目において、該当する箇所にチェックしてください。

n=122

診療所

10

10

12

6

10

10

26

14

7

23

7

8

3

1

44

27

50

34

59

65

65

71

67

70

26

36

20

22

33

41

31

34

29

26

15

25

20

13

41

33

40

50

11

16

9

20

5

5

2

0

5

4

21

14

28

22

24

27

20

27

19

16

13

12

19

11

27

31

31

26

0 10 20 30 40 50 60 70

地域の在宅医の充足

24時間体制の在宅医療機関のネットワーク

在宅医療に関する研修会の開催

退院時カンファレンスの開催

緊急時の入院体制（後方支援ベッド）の充足

ショートステイなどのレスパイト機能の充実

訪問看護ステーションの充足

ケアマネージャーや障がい者相談支援専門員等との連携や情報共有

地域包括支援センターや障がい者支援事業所との連携や情報共有

保健調剤薬局との連携

在宅医療材料の供給に関する在宅医へのサポート

在宅医療に関する連絡協議会等の設置・支援

地域連携パスの普及

地域住民に対する在宅医療への理解促進

在宅医療の進展状況別医療機関数

わからない ほとんど進んでいない あまり進んでいない まあ進んでいる かなり進んでいる
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在宅医療の進展状況について（2/2）

Q29.地域における在宅医療の進展状況についてお聞きします。以下の項目において、該当する箇所にチェックしてください。

n=122

診療所

19.7%

22.3%

16.4%

22.3%

15.6%

13.1%

10.7%

9.8%

16.1%

9.1%

22.1%

25.4%

25.4%

21.5%

9.0%

13.2%

7.4%

16.5%

4.1%

4.1%

1.7%

4.2%

3.3%

17.2%

11.5%

23.0%

18.2%

27.0%

33.9%

25.4%

28.1%

23.8%

21.3%

12.4%

20.5%

16.9%

10.7%

33.6%

27.0%

32.8%

41.3%

36.1%

22.3%

41.0%

28.1%

48.4%

53.3%

53.7%

58.2%

56.8%

57.9%

21.3%

29.5%

16.4%

18.2%

8.2%

8.3%

9.8%

5.0%

8.2%

8.2%

21.5%

11.5%

5.9%

19.0%

5.7%

6.6%

2.5%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域の在宅医の充足

24時間体制の在宅医療機関のネットワーク

在宅医療に関する研修会の開催

退院時カンファレンスの開催

緊急時の入院体制（後方支援ベッド）の充足

ショートステイなどのレスパイト機能の充実

訪問看護ステーションの充足

ケアマネージャーや障がい者相談支援専門員等との連携や

地域包括支援センターや障がい者支援事業所との

保健調剤薬局との連携

在宅医療材料の供給に関する在宅医へのサポート

在宅医療に関する連絡協議会等の設置・支援

地域連携パスの普及

地域住民に対する在宅医療への理解促進

在宅医療の進展状況別医療機関割合

わからない ほとんど進んでいない あまり進んでいない まあ進んでいる かなり進んでいる
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24

17

12

5

5

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

その他

関与を増やす

検討中

未定

関与を減らす

考えたことはない

令和６年度以降の在宅医療へのかかわりについての今後の方針

件数

77

今後の方針について

Q30.令和6年度以降の貴院の在宅医療へのかかわりについて、今後の方針をお聞かせください。

n=111

診療所

※ 「その他」の主な回答
• 外来患者様も高齢化しており、来院できなくなる方も増えてくると思われるので、可能な
限り、在宅への移行を実施していけたらと考える

• 現状維持で新たな事業は考えていない
• 必要性、患者の要望に応じて必要な医療を提供
• 医師自身が高齢となり体力的に困難
• 多職種連携
• 後継者を育てたい
• グループホームへの訪問診察を増やして、施設における看取を増やしていきたい
• 重度の精神難病を中心に担当する予定
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在宅医療の充実に必要なことについて

Q31.自院の在宅医療を発展・充実させていくには、今後どのような対応が必要だとお考えですか。（自院での取り組み及び行政機関や関係団体への
要望等と記載してください。）

n=76

診療所

【在宅医療・訪問看護等との連携】
• 24時間体制の訪問看護ステーションとの連携が必須
• 多職種の連携と情報共有。またそれらを一元的にコーディネートする
センターの充実

【人材確保・支援】
• 24時間体制を維持していくための人員確保が必要
• 医師を増やせば、より多くの患者さんに在宅医療を提供できると思
われるが、在宅医療に興味がある医師は少ない。雇用したとしても
急に退職してしまう可能性があり、経営上のリスクが高いため、安易
には増やせないのが現状である。このため、自院の規模を拡大する
よりも、在宅医療をしたい医師の開業を支援していく方が現実的で
はないかと考えている

【地域ニーズ・患者ニーズの把握と対応】
• 地域のニーズにきめ細やかに対応していく
【緊急時・急変時の対応】
• 後方支援病院でレスパイト入院など急変時相談にも応じていただき
たい

• 緊急時の入院病床の整備
• 夜間、休日に担当医が遠方に出かける間のバックアップ体制整備
【その他】
• 年齢的に体力に自信がなくなってきており、これまで以上には取り組
めない

• 検討中

主な回答回答の分類
分類区分 回答数

在宅医療・訪問看護等
との連携 17

人材確保・支援 14
特になし 9
地域ニーズ・患者ニーズの
把握と対応 6

緊急時・急変時の対応
（レスパイト含む） 5

訪問看護の充実 4
スキルアップ・職員教育 4
その他 4
介護サービスの事業所、
施設の充実 3

グループ診療 3
ICTの活用 3
在宅医療施設の充実 3

分類区分 回答数
地域住民の理解 3
患者家族との連携 3
病院との連携 3
介護サービスとの連携 2
ケアマネージャーとの連携 2
在宅医療機関同士の連
携 1

診療報酬の見直し 1
職員の待遇改善 1
行政との連携 1
訪問介護の充実 1
事務作業の軽減 1
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18

12

11

7

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

地域の関係機関と共に役割を担うことは可能

役割を担うことは可能

積極的に役割を担いたい

役割は担えない

その他

積極的な役割を担う医療機関として位置づけられることへの考え方別医療機関数

医療機関数

79

医療計画における位置づけについて

Q32.三重県では上記の②在宅医療において積極的役割を担う医療機関に求められる事項ａ）、ｂ）、ｅ）について注視し、医療計画に記載してい
く予定です。
貴院が上記②ａ）、ｂ）、ｅ）に関して積極的な役割を担う医療機関として位置づけられることの是非についてお尋ねします。

n=89

診療所

※ 「その他」の主な回答
•医院の今後の方針検討中
•年齢的な問題あり
•現時点において複数医療機関で連携して、ある程度相当する
役割を担っていると考えているが、5年後はわからない
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在宅医療に積極的な医療機関が機能するために必要なことについて

Q33.積極的な役割を担う医療機関が機能するために必要なことを教えてください。

n=59

診療所

主な回答回答の分類

分類区分 回答数

医療機関連携・多職種連携 23

人材確保・支援 10

緊急時・急変時の対応（レスパイト含む） 6

行政との連携・支援 7

その他 5

患者情報（カルテ）の共有 4

研修会の実施 3

グループ診療 2

特になし 2

患者家族の理解 2

職員の意識改革 2

【医療機関連携・多職種連携】
• 多職種が集まって顔の見える関係作りを推進する
• 入院体制のある病院との連携強化
• 「公的病院や基幹病院の病棟」と「地域の多様性」との直結した連携
• 1医療機関や1医師などで全ての対応をするのには限界を感じる。できる
だけ複数の医師で、訪問看護ステーションなど多職種と連携とりながら

• 対応できるシステム構築が重要

【人材確保・支援】
• 人材確保とそのための財政支援
• 24時間対応に必要な人員拡充と十分な報酬、関係者への教育と指導
• 医療過疎地でも働いてくれる医療者の育成
• 次世代の育成

【地域ニーズ・患者ニーズの把握と対応】
• 地域のニーズにきめ細やかに対応していく

【行政との連携・支援】
• BCP作成には公的病院や行政等の支援があると良い
• 災害時などのBCP作成は必須。公的病院や行政との連携が必要

【その他】
• 強化型在宅支援診療所の機能の強化と届出等事務手続きの簡素化
• 次の世代が努力が報われる社会制度の構築。学問としての在宅医療や
社会の価値としての自宅療養を構築できる余力


